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基準価額（円）（分配金再投資）

基準価額は一万口当たりです。基準価額及び基準価額（分配金再投資）は信託報酬控除後（後記の「ファンドの費用」参照）のものです。基準
価額（分配金再投資）は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています 。運用実績は過去のものであり 、将来の運用成果等を
保証するものではありません。分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
期間： 2 0 1 9年 5月 2 8日～ 2 0 1 9年 1 2月 1 6日

作成基準日：2019年12月17日

ティー・ロウ・プライス 世界厳選成長株式ファンド
Cコース（分配重視型・為替ヘッジあり）／Dコース（分配重視型・為替ヘッジなし）

分配金のお知らせ

コース名
分配金

（税引き前、一万口当たり）

基準価額 *

（一万口当たり、
2019年12月16日現在）

Cコース（分配重視型・為替ヘッジあり） 100円 10,857円

Dコース（分配重視型・為替ヘッジなし） 100円 11,006円

投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客様の資産
が当初の投資元本を割り込み損失が生じることがあります。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずお読みください。

平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当ファンドは2019年12月16日に第二期（2019年9月18日～2019年12月16日）の決算を迎
えました。ファンドの分配方針に基づき、基準価額水準、市場動向等を勘案し、以下の通り分配金額を決定
いたしましたのでご報告いたします。

Cコース Dコース

運用実績（基準価額の推移）

運用概況、今後の見通し

当期の世界主要国の株式市場は、期初より10月前半にかけて予想を下回る米国経済統計の発表および米
中貿易摩擦の激化懸念を背景に軟調な動きとなりました。その後、米中協議の進展に対する期待感から株価
は反発し、期末にかけて、英国総選挙で保守党が大勝したことで英国のEU（欧州連合）離脱がほぼ確定し
たのに加え、米中が貿易協議の第一段階の合意に達したことで大きく上昇しました。

当運用では、深刻な景気後退に至るとは想定しておらず、低成長ながらも緩やかな景気拡大基調が持続する
と見ています。今後6-9カ月において、米中貿易交渉の妥結と中国における大型景気対策の導入が実現しう
るとの見方に立ち、ディフェンシブ銘柄を減らす一方で景気敏感銘柄を増やす方向でポートフォリオを調整して
います。

世界株式市場については全般的に前向きな見方を堅持し、市場の変動性が上昇する局面を、より確信度の
高い銘柄に資金を移す好機と捉えています。現状の環境下では、短期的な問題に捕らわれず、逆張り的かつ
長期的な視点に立ち魅力的な投資機会を発掘することが重要と考えています。

（年／月） （年／月）

*分配金落ち後の基準価額です。



ティー・ロウ・プライス 世界厳選成長株式ファンド

追加型投信/内外/株式
Aコース（資産成長型・為替ヘッジあり）/Bコース（資産成長型・為替ヘッジなし）
Cコース（分配重視型・為替ヘッジあり）/Dコース（分配重視型・為替ヘッジなし）

分配金の留意事項について
• 分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金支払い後の純資産はその相当
額が減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。

• ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて分
配を行う場合があります。したがって、ファンドの分配金の水準は必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示唆す
るものではありません。

• 計算期間中に運用収益があった場合においても、当該運用収益を超えて分配を行った場合、当期決算期末の基準
価額は前期決算期末の基準価額と比べて下落することになります。

• 投資者の個別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況によっては、分配金の一部または
全部が、実質的に元本の一部払い戻しに相当する場合があります。



当資料は、ティー･ロウ･プライス・ジャパン株式会社が作成したお客様用資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。投資信託は、値動
きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客様の資産が当初の投資元本を割り込み損失が生じる
ことがあります。投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険および保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。また、金融機関の預
貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただく投資信託は、投資者保護基金の支払対象ではありません。
ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング･オフ）の適用はありません。当資料に記載の運用実績に関するグラフ、
図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。当資料内で表示桁未満の数値がある場
合、四捨五入しています。当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証するものではありま
せん。当資料における見解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。

当資料のご利用にあたっての注意事項

)


